
計画 平成２７年　４月　１日　策定

平成　　年　　月　　日　修正

成果報告 平成　　年　　月　　日　報告

補助金等の名称

予算科目 款 3 項 1 目 1

予算事業名

実施計画の位置づけ

補助金分類

国県補助の状況 千円

交付先

支出根拠規定

補助の目的

補助の効果

補助対象事業の
具体的内容

対象経費及び補助率

補助金額の根拠

備考

1/2を超えて補助、設
立5年を超えて運営費
補助する理由

その他

補助期間

一般会計

　　　　　　　　　　　　　　　補助事業計画書・成果報告書－１

担当課 社会福祉課

佐倉市民生委員・児童委員協議会交付金

民生委員定数２１５名×４,７５０円

　民生委員・児童委員活動支援事業

　人と人とのふれあい、交流があり、ともに支え合うまちづくりを推進します

Ⅰ：市の代行的な役割として事業を実施する団体に対する財政支援（交付金）

国付 ・ 県付 ・ 国直接 ・ 県直接 ・ 国県補助なし 761

　佐倉市民生委員・児童委員協議会

・佐倉市民生委員児童委員協議会交付金交付要綱

　民生委員・児童委員、主任児童委員の職務に関する連絡調整や関係行政機関との事務
連絡、業務に関する研修参加など民生委員等の活動が円滑に進められるよう同協議会を支
援する。

　職務に関する連絡調整会議を各地区において月１回、年１２回行うことで、関係行政機関
との連絡、また、市・県等が主催する研修会に参加することにより、民生委員等としての技
術、知識の習得を図り、地域で要援護者に対する支援の向上を図ることができる。

職務に関する連絡調整会議【地区会長会議、各地区定例会】（月１回、年１２回）
高齢者・児童・広報の各専門部会（年３～４回）
協議会主催研修会の実施（年１回）
市、県等主催研修会への参加（年１０回程度）
研修会等への参加旅費

補助対象経費：会議費、研修費、需用費、旅費
補助率：民生委員・児童委員の定数に4,750円を乗じた額を限度として予算の範囲内

平成２７年　４月　１日～平成３２年　３月３１日



補助金等の名称

計画期間終了後の
最終的な目標値

計画期間終了後の
最終的な成果値

　　　　　　　　　　　　　　　補助事業計画書・成果報告書－２

担当課 社会福祉課

平成27年度

佐倉市民生委員・児童委員協議会交付金

計画額
〔千円〕

各年度目標値
決算額
〔千円〕

各年度成果値

836

職務に関する連絡調整会議
を月１回年１２回行う。
自立支援等に関する研修会
（参加率８割）を年１回行う。

836

職務に関する連絡調整会議
を月１回年１２回実施。
自立支援等に関する研修会
（参加率８割）を年１回実施。
（５月、80.3％）

成果達成状況の分析と今後の方策

目標値は達成しているが、さらに参加率の向上を図る。

836

職務に関する連絡調整会議
を月１回年１２回行う。
自立支援等に関する研修会
（参加率８割）を年１回行う。

836

職務に関する連絡調整会議
を月１回年１２回実施。
自立支援等に関する研修会
（参加率８割）を年１回実施。
（５月、81.2％）

職務に関する連絡調整会議
を月１回年１２回行う。
自立支援等に関する研修会
（参加率８割）を年１回行う。

860

職務に関する連絡調整会議
を月１回年１２回実施。
自立支援等に関する研修会
（参加率８割）を年１回実施。
（５月、79.1％）

成果達成状況の分析と今後の方策

150人以上の参加はあったものの、目標値（参加率８割）を達成することができませんでし
た。民生委員地区定例会等を通じて参加率の向上を図ります。

職務に関する連絡調整会議を月１回年１２回行う。
自立支援等に関する研修会（参加率８割）を５回行う。

計画額
〔千円〕

各年度目標値
決算額
〔千円〕

各年度成果値

計画額
〔千円〕

各年度目標値
決算額
〔千円〕

各年度成果値

860

職務に関する連絡調整会議
を月１回年１２回行う。
自立支援等に関する研修会
（参加率８割）を年１回行う。

各年度成果値

860

職務に関する連絡調整会議
を月１回年１２回行う。
自立支援等に関する研修会
（参加率８割）を年１回行う。

1,021

職務に関する連絡調整会議
を月１回年１２回実施。
自立支援等に関する研修会
（参加率８割）を年１回実施。
（５月、78.81％）

成果達成状況の分析と今後の方策

参加者数は160人で、目標値（参加率８割）を達成することができませんでした。民生委員地
区定例会等を通じて参加率の向上を図ります。

平成28年度

平成29年度

平成30年度

平成31年度

計画額
〔千円〕

860

成果達成状況の分析と今後の方策

目標値は達成しているが、さらに参加率の向上を図る。

成果達成状況の分析と今後の方策

各年度目標値
決算額
〔千円〕

各年度成果値

計画額
〔千円〕

各年度目標値
決算額
〔千円〕


